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ヤングケアラーとは

なぜ子どもがケアをするのか

ヤングケアラーの実態

ヤングケアラーの相談支援の視点
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▪ヤングケアラー

家族にケアを要する人がいる場合に、大人が担うような
ケア責任を引き受け、家事や家族の世話、介護、感情面の
サポートなどを行っている、18歳未満の子どものことです

▪若者ケアラー

18歳～おおむね30歳代までのケアラーを想定しています。
ケアの内容は子どもケアラーと同様ですが、ケア責任がより
重くなることもあります。若者ケアラーには、ヤングケア
ラーがケアを継続している場合と、18歳を越えてからケアが
はじまる場合とがあります

©一般社団法人日本ケアラー連盟
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家事

料理、洗濯、掃除
など

きょうだいのケア

きょうだいの世話、
送り迎えなど

家のきりもり

買い物、家の修繕、
力仕事など

身体的なケア

入浴、トイレ介助、
投薬管理など

感情面でのケア

寄り添い、見守り、
声かえ、励まし、
外出支援など

金銭面・実用面の
きりもり

各種支払い、アルバイト、
通訳、通院介助など

©一般社団法人日本ケアラー連盟



誰もがケアをする時代に
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• 世帯規模の縮小化
平均世帯人員数 1953年：5.00人→2019年：2.39人

（2040年：2.08人）

世帯人員数が1人または2人の世帯の割合が増加

•共働き世帯の増加

専業主婦世帯：571万世帯、共働き世帯：1240万世帯（2020年）

1980年に比べ共働き世帯は倍増し、専業主婦世帯は半減

•家庭内の成人の家族のケアのために使える時間の減少

夫婦と子供から成る世帯における全体の家事関連時間（平成28年）

共働き世帯：夫46分、妻4時間44分 専業主婦世帯：夫50分、妻7時間56分
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• 高齢化率の上昇 2020年：28.7％ 80歳以上9.2％

（2040年：3900万人 35.3％）

ex.平均寿命(健康寿命）2019年：女性87.5(74.8)歳、

男性81.4(72.1)歳

• 高齢者人口の増加

要介護（支援）認定率の上昇や 認定者数の増加

認知症の人の増加（2025年に65歳以上人口の5人に１人)

• 障害者の増加傾向（人口の約7.6％）

©一般社団法人日本ケアラー連盟
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•ケアラーの増加 「介護をしている人」は、627万6千人
うち、男性232万1千人、女性395万5千人

有業者340万人3千人、無業者281万3千人
（総務省：平成29年就業構造基本調査）

•家族・社会の変化 ケアラーの約７割は家族
同居介護(家族) 2019年で54.4％（2001年71.1％）
男性ケアラーの増加 2019年で35.0％（1989年16.6％）

•ケアラーと要介護者の変化
老老介護・ダブルケアなど 75歳以上同士は33.1％
年齢の組み合わせは多様化している

©一般社団法人日本ケアラー連盟



ヤングケアラーの実態調査（2021年）より
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「いる」と回答したのは中学２年生で5.7％、全日制高校２年生で4.1％、定時制
高校２年生相当で8.5％、通信制高校生で11.0％

©厚生労働省
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いずれの学校種でも「きょうだい」が最も高い。特に、中学２年生は
「きょうだい」の割合が他に比べ多い

©厚生労働省
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中学２年生、全日制高校２年生は「身体障がい」が最も高い

©厚生労働省
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いずれの学校種においても、「家事（食事の準備や掃除、洗濯）」が最も高い

©厚生労働省
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いずれの学校種でも「高齢（65歳以上）」が最も高く、「要介護（介護が
必要な状態）」、「認知症」も多い

©厚生労働省
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中学２年生、全日制高校２年生は「見守り」が最も高い

©厚生労働省
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いずれの学校種でも「幼い」が最も高い。次いで「知的障がい」の割合は
１～２割程度

©厚生労働省
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中学２年生、定時制高校２年生相当は「見守り」が最も高い

©厚生労働省
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いずれの学校種でも、世話の頻度は「ほぼ毎日」の割合が最も高い

©厚生労働省
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中学2年生で平均4.0時間、全日制高校2年生で平均3.8時間。いずれの学校種
でも、平日1日平均「７時間以上」を世話に費やしているのが約１～２割

©厚生労働省



世話をしている家族が「いる」場合、「いない」場合に比べ、すべての項目で
回答率が高くなっている。特に、「遅刻や早退をたまにする・よくする」「欠席
をたまにする・よくする」と回答した割合は、10ポイント以上高くなっている
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10.9%

34.6%

26.6%

22.6%

9.1%

12.0%

4.7%

22.0%

14.1%

15.1%

4.9%

6.8%

健康状態がよくない・あまりよくない

欠席をたまにする・よくする

遅刻や早退をたまにする・よくする

宿題や課題ができていないことが多い

部活動や習い事を休むことが多い

学校では一人で過ごすことが多い

図表 世話をしている家族の有無×健康状態、通学状況、ふだの学校生活等であてはまること（複数回答）

世話をしている家族がいない(n=12568) 世話をしている家族がいる（n=660)

（三菱リサーチ＆コンサルティング2021より筆者が作成）
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「特にない」が最も高く、次いで「自分の時間が取れない」、「宿題をする時間
や勉強する時間がとれない」となっている

©厚生労働省
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いずれの学校種でも、相談した経験が「ある」が２～３割、「ない」が５～６割

©厚生労働省



「家族（父、母、祖父、祖母、きょうだい）」が最も高く、次いで「友人」が高い。

「学校の先生（保健の先生以外）」や「ＳＮＳ上での知り合い」も１割前後あった
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「誰かに相談するほどの悩みではない」が最も高く、次いで「相談しても状況が
変わるとは思えない」となっている

©厚生労働省
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通信制高校生を除き、「特にない」が約４割で最も高い。それ以外では「学校の
勉強や受験勉強など学習のサポート」、「自由に使える時間がほしい」が高い

©厚生労働省
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いずれの学校種でも「聞いたことはない」が８割以上を占め、「聞いたことがあり、内容も
知っている」、「聞いたことはあるが、よく知らない」がどちらも１割未満

©厚生労働省



見えないことを踏まえた対応 子どもの権利を擁護する視点

家族全員にアプローチする視点 重層的な相談支援の視点
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▪家族規範（家族のことは家族で対応するなど）

▪社会サービス等への恐れ

▪スティグマやいじめを恐れ

▪限られた支援ネットワーク

▪家族への忠誠心

▪法的支援の狭間に置かれている（対応窓口がない）

▪支援者の先入観
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支援の視点

「要介護者の家族
介護力」として
のみ支援するので
はなく,「ケアラー
(介護者)の生活・
人生の質の向上」
に対しても支援
する

家族全体への関わり

要介護者と共に
家族(ケアラー・
介護者)も支援等の
対象として関わる
必要性を認識する

多機関・専門職
による連携

市町村・多機関・
専門職等と連携を
図って、支援活動
に取り組む
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子どもの権利条約は、1989年の国連総会において採択され、1990年に発効した。日本は1994年に批准。

ヤングケアラーに関連する権利

第2条 差別の禁止
第12条 意見を表す権利
第17条 適切な情報の入手
第24条 健康・医療への権利

第27条 生活水準の確保
第28条 教育を受ける権利
第31条 休み・遊ぶ権利 など

「ユニセフ」HPより引用

©一般社団法人日本ケアラー連盟



▪ヤングケアラーは、本来大人が担うと想定されるような
家事や家族の世話などを日常的に行っていることにより、
本来守られるべき子ども自身の権利を侵害されている
可能性があります

▪そのような状況の子どもに対して、まわりの大人が早く
気づき、対応することで、例えケアをしながらであっても、
子どもらしく生きる権利を回復し、子どもが自身の持つ
能力を最大限発揮できるようにしていくことが求められて
います

34
（三菱リサーチ＆コンサルティング2020）



▪基本理念

ヤングケアラーが潜在能力を最大限に開花できる機会を得
られるようにすること

▪支援内容（目的）

➢ 健康的な生活

➢ 安心の確保

➢ 機会の享受と達成

➢ 積極的な貢献

➢ 経済的安定
35
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▪ヤングケアラーへの支援は、「子ども自身と問題やニーズ
（必要としていること）を共有し、どうしていくかを一緒に
考え、解決していく」ものであり、そこが「命の安全確保が
最優先」である被虐待児への対応と大きく異なる点です。
そのため、家族の状況や家族の中での子どもの役割や様子
だけでなく、「子ども自身がこの状況をどう思っているか」
「どうしたいと思っているか」といった子どもの想いや希望
もきちんと把握し、アセスメントの視点に位置付けることが
重要です

（三菱リサーチ＆コンサルティング2020）
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▪地方自治体が個々人のニーズを全体的に把握し、成人のケア
や支援についてのニーズが家族やその他の支援ネットワーク
のメンバーにどのような影響を与えるかを特定しようとする
こと

▪人々を、ニーズのある孤立した個人としてだけでなく、家族
やサポートネットワークの文脈において考慮していく

（DH2015）



参考：
相談・支援フロー

（案）

「市町村・地域包括支援センターに
よる家族介護者支援マニュアル～
介護者本人の人生の支援～」
（平成30年3月厚生労働省）

13頁より抜粋

一部改訂

【STEP1．初期相談・相談受付】
○相談の受付
○自己チェックの実施→本人自身の気づき

【STEP2．スクリーニング】

○アセスメントの実施（把握・評価）
○緊急性や深刻度の判断

○学業や生活と介護・ケアの状況把握

【STEP3．支援方法の検討・決定】
○課題の明確化

○利用できるサービス、社会資源の活用方法、連携方法の検討

○支援方法の決定

【STEP4．関係機関、地域の支援ネットワークへ】

○関係機関、地域の支援ネットワークへ繋ぐ。

○サービスや支援提供の調整

○予防的視点からの関与・対応・支援
©一般社団法人日本ケアラー連盟



39

以下の質問によって、個人の生活を支えている重要な人や
家族の責任を特定する

▪あなたの家にはあなたの他に誰がいますか？

▪誰があなたのサポートを手伝ってくれますか？
その人の他に、あなたが生活する上で重要な人は誰ですか？

▪あなたがサポートや世話をしている人はいますか？

▪家族の中に子供がいますか？

▪子育ての役割についてサポートが必要な親はいますか？



令和元年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「ヤングケアラーへの早期対応に関する研究報告書」令和2年3月 79頁
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2020/04/koukai_200427_10_1.pdf
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▪ヤングケアラーとその家族は、多様で複合的な地域生活課題
を有している世帯である

▪ヤングケアラーとその家族の相談支援については、相談機関
に来所して初めて相談対応が行われ、家族の地域生活課題
（ニーズ）ごとに相談に応じる部署が異なっていたり、ケア
を必要とする人や子どもに関わる機関がそれぞれバラバラに
支援を行うような、従来の相談支援体制では課題がある
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▪ヤングケアラーと家族の多様で複合的
なニーズをワンストップで包括的に
受け止める相談支援体制や、相談窓口
の見える化が必要

▪アウトリーチによるニーズ把握、支援

▪教育や福祉、介護、医療等の多機関が
協働・連携して、ヤングケアラーと
家族のニーズについてのアセスメント
を行い、支援計画を立て、支援を実施
していく

©神戸市
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▪ヤングケアラーのケア負担を軽減するために、ホーム
ヘルプサービスなどの社会サービスを世帯が利用すること
を促進する体制について、担当部署や関係機関と検討する

▪スクールソーシャルワーカーやコミュニティーワーカー、
地域住民等と連携して、学校の柔軟な対応による教育機会
や、地域でのピアサポートグループやレスパイトの機会、
学習支援の機会など、社会資源を創出していく

▪住民や関係機関とヤングケアラーについての理解の共有を
図っていく（普及啓発）



気づき・理解

サポート

©一般社団法人日本ケアラー連盟
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学びの機会

理念：ライフチャンスを平等に持ち、潜在能力を最大限開花できること

将来に向けて

・子どもに関係する人がヤングケアラーや病気・障がいについて学ぶ

・学校でヤングケアラーが安心して話せる人と場をつくる
・ケアしていること理解してもらい、学ぶことができるようにする

・ヤングケアラーやその家族のための相談支援窓口を設ける
・ヤングケアラーの希望を聴いて、ケア負担を軽減する

・進学や就職についての相談の機会をつくる
・経済的な支援について情報を得ることができる
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